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当連結会計年度の業績
当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
当連結会計年度のわが国経済は、米国の利上げを背景とした急激な円安進行や資源高に起因する物価上昇等の影響を受けながらも、

新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和等により、社会・経済活動が正常化へと進むことで、持ち直しの動きが見られまし
た。
事業者においては、世界的なエネルギー価格高騰の影響や、ロシアのウクライナ侵攻等に起因する地政学リスクの高まり、欧米を中

心としたインフレ高進に対する金融引き締め及び日米金利差拡大に伴う不安定な為替変動等、先行きへの不透明感が拭えない状況が続
きました。一方で、インバウンドを含めた民間消費の伸長や、大手企業を中心に基本給を底上げするベースアップの動きが活発化する
等、個人消費を下支えする機運の高まりを背景に、景況感に復調の兆しも見えはじめました。
地元香川県は、製造業では、ひっ迫していたサプライチェーンの正常化が進んだことや、観光分野において、行動制限の緩和等を背

景に徐々に盛り上がりが見られたほか、夏の風物詩である「さぬき高松まつり」が3年振りに開催される等、アフターコロナに向けた
地域活性化の動きが目立つようになりました。
このような金融経済環境のなか、百十四グループは、銀行業務を中心として地域に密着した営業活動の展開を図るとともに、リース

業務などの金融サービスの提供につとめました結果、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。
○総預金・預り資産……当連結会計年度末の総預金残高は、法人、個人及び公共預金がいずれも増加したことにより、前連結会計年度
末比1,478億円増加して４兆7,806億円となりました。
また、当連結会計年度末の預り資産残高は、投資信託は減少しましたが、一時払保険及び金融商品仲介が増加したことにより、前

連結会計年度末比100億円増加して3,301億円となりました。
○貸出金……当連結会計年度末の貸出金残高は、法人向け、公共向け及び個人向け貸出金がいずれも増加したことにより、前連結会計
年度末比2,023億円増加して３兆3,622億円となりました。
○有価証券……当連結会計年度末の有価証券残高は、主に債券が減少したことにより、前連結会計年度末比2,302億円減少して１兆
446億円となりました。なお、当連結会計年度末の「その他有価証券」の差引評価益は、前連結会計年度末比161億円減少して208
億円となりました。
○損益
〈経常収益〉
当連結会計年度の経常収益は、海外金利の上昇を主因とした貸出金利息の増加による資金運用収益の増加や、金融派生商品収益及
び外国為替売買益の増加等によるその他業務収益の増加などにより、前連結会計年度比117億96百万円増加して848億88百万円と
なりました。
〈連結粗利益〉
当連結会計年度の連結粗利益は、資金利益は増加しましたが、その他業務利益及び役務取引等利益の減少などにより、前連結会計
年度比42億１百万円減少して439億95百万円となりました。
〈経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益〉
当連結会計年度の経常利益は、株式関係損益が増加しましたが、連結粗利益の減少などにより前連結会計年度比18億92百万円減
少して132億95百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比25億30百万円減少して91億
72百万円となりました。

業績の推移（財務ハイライト）
連結ベース （単位：百万円）

項 目 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期
連結経常収益 77,196 76,728 68,950 73,092 84,888
連結経常利益 10,430 11,982 5,308 15,187 13,295
親会社株主に帰属する当期純利益 5,584 7,715 2,565 11,702 9,172
連結包括利益 △ 4,376 △ 34,246 44,306 △ 5,504 △ 70
連結純資産額 286,576 249,831 291,699 284,336 281,098
連結総資産額 4,895,624 4,953,946 5,375,569 5,747,266 5,809,359
連結自己資本比率 9.04％ 9.17％ 9.35％ 9.34％ 9.10％

（注）1.「連結自己資本比率」は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。
2.当行は国内基準を適用しており、バーゼルⅢ基準にて自己資本比率を算出しております。
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連結貸借対照表（資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2022年3月31日） 当連結会計年度（2023年3月31日）
現金預け金 1,115,997 1,197,854
コールローン及び買入手形 9,730 ―
買入金銭債権 28,445 34,950
商品有価証券 ― 9
有価証券 ※1.2.3.5.10. 1,274,877 1,044,665
貸出金 ※3.4.5.6. 3,159,889 3,362,245
外国為替 ※3.4. 6,236 19,938
リース債権及びリース投資資産 21,265 18,677
その他資産 ※3.5. 75,424 70,679
有形固定資産 ※7.8.9. 37,134 36,867
建物 8,949 8,630
土地 25,088 25,218
建設仮勘定 ― 30
その他の有形固定資産 3,096 2,987
無形固定資産 4,654 4,406
ソフトウェア 3,139 3,111
その他の無形固定資産 1,514 1,295
退職給付に係る資産 8,276 15,948
繰延税金資産 737 732
支払承諾見返 ※3. 22,881 19,898
貸倒引当金 △ 18,285 △ 17,514

資産の部合計 5,747,266 5,809,359

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2022年3月31日） 当連結会計年度（2023年3月31日）
預金 ※5. 4,558,239 4,696,403
譲渡性預金 74,576 84,267
コールマネー及び売渡手形 23,254 20,360
債券貸借取引受入担保金 12,696 ―
借用金 ※5. 700,615 624,432
外国為替 321 248
その他負債 58,400 73,773
役員賞与引当金 57 49
退職給付に係る負債 208 248
役員退職慰労引当金 39 38
睡眠預金払戻損失引当金 125 163
偶発損失引当金 107 69
株式報酬引当金 147 181
繰延税金負債 6,180 3,048
再評価に係る繰延税金負債 ※7. 5,077 5,077
支払承諾 22,881 19,898

負債の部合計 5,462,929 5,528,260
資本金 37,322 37,322
資本剰余金 30,486 30,486
利益剰余金 183,444 187,908
自己株式 △ 2,030 △ 513
株主資本合計 249,223 255,204
その他有価証券評価差額金 25,891 14,669
繰延ヘッジ損益 2,611 138
土地再評価差額金 ※7. 7,927 7,952
退職給付に係る調整累計額 △ 1,339 3,113
その他の包括利益累計額合計 35,091 25,873
新株予約権 21 21

純資産の部合計 284,336 281,098
負債及び純資産の部合計 5,747,266 5,809,359
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連結損益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） 当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
経常収益 73,092 84,888
資金運用収益 41,136 47,866
貸出金利息 26,513 32,898
有価証券利息配当金 13,167 13,577
コールローン利息及び買入手形利息 0 58
預け金利息 975 1,037
その他の受入利息 479 294
信託報酬 1 1
役務取引等収益 12,190 12,175
その他業務収益 7,361 13,040
その他経常収益 12,402 11,804
償却債権取立益 1,271 323
その他の経常収益 ※1. 11,130 11,481

経常費用 57,904 71,592
資金調達費用 1,508 7,907
預金利息 508 3,473
譲渡性預金利息 16 15
コールマネー利息及び売渡手形利息 94 583
債券貸借取引支払利息 67 203
借用金利息 160 1,861
その他の支払利息 661 1,768
役務取引等費用 3,052 3,144
その他業務費用 7,931 18,036
営業経費 ※2. 35,204 34,215
その他経常費用 10,207 8,289
貸倒引当金繰入額 1,146 225
その他の経常費用 ※3. 9,060 8,064

経常利益 15,187 13,295
特別利益 55 61
固定資産処分益 55 61
特別損失 204 147
固定資産処分損 131 84
減損損失 ※4. 72 63
税金等調整前当期純利益 15,039 13,209
法人税、住民税及び事業税 1,705 3,056
法人税等調整額 1,631 979
法人税等合計 3,336 4,036
当期純利益 11,702 9,172
親会社株主に帰属する当期純利益 11,702 9,172

連結包括利益計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） 当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
当期純利益 11,702 9,172
その他の包括利益 ※1. △ 17,207 △ 9,242
その他有価証券評価差額金 △ 16,703 △ 11,222
繰延ヘッジ損益 △ 109 △ 2,472
退職給付に係る調整額 △ 394 4,452
包括利益 △ 5,504 △ 70
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 △ 5,504 △ 70
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連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 173,620 △ 2,071 239,357
会計方針の変更
による累積的影響額 △ 97 △ 97

会計方針の変更を
反映した当期首残高 37,322 30,486 173,523 △ 2,071 239,260

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,774 △ 1,774
親会社株主に帰属
する当期純利益 11,702 11,702

自己株式の取得 △ 1 △ 1

自己株式の処分 △ 7 43 36

土地再評価
差額金の取崩 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― 9,921 41 9,963

当期末残高 37,322 30,486 183,444 △ 2,030 249,223

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 42,595 2,720 7,928 △ 945 52,299 41 291,699
会計方針の変更
による累積的影響額 4 4 △ 93

会計方針の変更を
反映した当期首残高 42,595 2,724 7,928 △ 945 52,303 41 291,605

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,774
親会社株主に帰属
する当期純利益 11,702

自己株式の取得 △ 1

自己株式の処分 36

土地再評価
差額金の取崩 0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △ 16,703 △ 113 △ 0 △ 394 △ 17,212 △ 19 △ 17,231

当期変動額合計 △ 16,703 △ 113 △ 0 △ 394 △ 17,212 △ 19 △ 7,268

当期末残高 25,891 2,611 7,927 △ 1,339 35,091 21 284,336
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当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 37,322 30,486 183,444 △ 2,030 249,223

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,198 △ 2,198
親会社株主に帰属
する当期純利益 9,172 9,172

自己株式の取得 △ 1,001 △ 1,001

自己株式の処分 △ 0 31 31

自己株式の消却 △ 2,486 2,486 ―

土地再評価
差額金の取崩 △ 24 △ 24

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― 4,463 1,516 5,980

当期末残高 37,322 30,486 187,908 △ 513 255,204

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 25,891 2,611 7,927 △ 1,339 35,091 21 284,336

当期変動額

剰余金の配当 △ 2,198
親会社株主に帰属
する当期純利益 9,172

自己株式の取得 △ 1,001

自己株式の処分 31

自己株式の消却 ―

土地再評価
差額金の取崩 △ 24

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △ 11,222 △ 2,472 24 4,452 △ 9,218 ― △ 9,218

当期変動額合計 △ 11,222 △ 2,472 24 4,452 △ 9,218 ― △ 3,238

当期末残高 14,669 138 7,952 3,113 25,873 21 281,098
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連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

区 分 前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） 当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 15,039 13,209
減価償却費 3,249 3,129
減損損失 72 63
貸倒引当金の増減（△） 113 △ 770
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 36 △ 7
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 1,121 △ 1,274
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4 39
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △ 9 △ 1
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △ 121 37
偶発損失引当金の増減額（△は減少） △ 20 △ 37
株式報酬引当金の増減額（△は減少） 24 33
資金運用収益 △ 41,136 △ 47,866
資金調達費用 1,508 7,907
有価証券関係損益（△） 3,343 14,736
為替差損益（△は益） △ 17,619 △ 16,175
固定資産処分損益（△は益） △ 279 △ 380
商品有価証券の純増（△）減 13 △ 9
貸出金の純増（△）減 △ 124,107 △ 202,355
預金の純増減（△） 117,668 138,163
譲渡性預金の純増減（△） △ 10,145 9,691
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 307,283 △ 76,183
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 68 △ 10,186
コールローン等の純増（△）減 △ 14,576 3,224
コールマネー等の純増減（△） 11,164 △ 2,893
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △ 43,947 △ 12,696
外国為替（資産）の純増（△）減 3,193 △ 13,702
外国為替（負債）の純増減（△） △ 1,020 △ 73
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 1,601 2,587
資金運用による収入 40,944 47,118
資金調達による支出 △ 1,503 △ 5,796
その他 7,962 △ 640

小 計 257,681 △ 151,107
法人税等の支払額 △ 3,759 △ 1,046
営業活動によるキャッシュ・フロー 253,921 △ 152,153
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 713,439 △ 528,251
有価証券の売却による収入 440,070 474,209
有価証券の償還による収入 246,559 283,113
有形固定資産の取得による支出 △ 1,358 △ 1,095
無形固定資産の取得による支出 △ 1,322 △ 1,409
有形固定資産の売却による収入 384 443
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 29,105 227,010
財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 1 △ 1,001
自己株式の売却による収入 3 7
配当金の支払額 △ 1,774 △ 2,198
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,772 △ 3,191
現金及び現金同等物に係る換算差額 7 3
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 223,050 71,669
現金及び現金同等物の期首残高 863,671 1,086,721
現金及び現金同等物の期末残高 ※1. 1,086,721 1,158,391
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注記事項 当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1.連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社 8社

会社名
日本橋不動産株式会社
百十四ビジネスサービス株式会社
株式会社百十四人材センター
株式会社百十四システムサービス
株式会社百十四ジェーシービーカード
株式会社百十四ディーシーカード
百十四総合保証株式会社
百十四リース株式会社
（連結の範囲の変更）
百十四財田代理店株式会社は、2022年６月24日に清算

結了しております。なお、清算までの損益計算書について
は連結しております。

（2）非連結子会社
該当ありません。

2.持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社

該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社

該当ありません。
（4）持分法非適用の関連会社 ２社

会社名
四国アライアンスキャピタル株式会社
Shikokuブランド株式会社
持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う

額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利
益累計額（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から
除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分
法の対象から除いております。

3.連結子会社の事業年度等に関する事項
（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。

4.会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法
により算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の関連
会社株式については移動平均法による原価法、その他有価
証券については時価法（売却原価は移動平均法により算
定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法
による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。
（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っておりま
す。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、2016年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：10年～50年
その他： ５年～15年
連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用

年数に基づき、主として定率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。な

お、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子
会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償
却しております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固

定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし残
存価額を零とする定額法により償却しております。

（5）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に

則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している

債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと
同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている
直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営
破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破
綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、主として今後１年間の予想

損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上してお
り、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎と
した貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき
損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算
定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部

店及び審査所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権

等については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は8,191百
万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の

貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（6）役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるた

め、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年
度に帰属する額を計上しております。

（7）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、連結子会社において、役員への

退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生して
いると認められる額を計上しております。

（8）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に

ついて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻
請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

（9）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以

外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見
積り必要と認める額を計上しております。
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（10）株式報酬引当金の計上基準
株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式

の交付に備えるため、株式交付規定に基づき、役員に割り
当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上して
おります。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付算
定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理
計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用：各発生時に全額損益処理
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から損益処理
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る当連結会計年度末の
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

（12）重要な収益及び費用の計上基準
① ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上
基準
リース料の受取時に「その他経常収益」及び「その他経

常費用」を計上する方法によっております。
② 顧客との契約から生じる収益の計上基準
顧客との契約から生じる収益は、預金・貸出業務、為替

業務及び証券関連業務等の金融サービスに係る役務提供に
より計上される収益であり、当該役務提供により約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受取ると見込まれる金額で収益を認識
しております。

（13）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替

相場による円換算額を付しております。なお、その他有価
証券（債券）の換算差額については、為替による影響も含
めてその他有価証券評価差額金として処理しております。

（14）重要なヘッジ会計の方法
① 金利リスク・ヘッジ
当行の金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会

計の方法は、一部の資産について、ヘッジ対象（日本国債
及び米国債）とヘッジ手段（金利スワップ取引）を直接対
応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象

の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその
後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺
しているため、有効性の評価を省略しております。
② 為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対す

るヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の
会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８
日。以下「業種別委員会実務指針第25号」という。）に規
定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引
及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で
ある外貨建金銭債権等（外国証券及び外貨貸出）に見合う
ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認
することによりヘッジの有効性を評価しております。

（「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱
い」を適用しているヘッジ関係）
上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融商品

に関するヘッジ会計の取扱い」（日本公認会計士協会実務
対応報告第40号 2022年３月17日）の適用範囲に含まれ
るヘッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められる
特例的な取扱いを適用しております。当該実務対応報告を
適用しているヘッジ関係の内容は、以下のとおりでありま
す。
ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ
ヘッジ手段……………金利スワップ
ヘッジ対象……………有価証券
ヘッジ取引の種類……相場変動を相殺

（15）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、

連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀
行への預け金であります。

（16）その他採用した重要な会計方針
投資信託（除くＥＴＦ）の解約・償還に伴う差損益につ

いて、投資信託全体で益の場合は「有価証券利息配当金」
に計上し、損の場合は「その他業務費用」の「国債等債券
償還損」に計上しております。
当連結会計年度は、「有価証券利息配当金」に投資信託

の解約・償還益4,186百万円を計上しております。

（重要な会計上の見積り）
（貸倒引当金）
（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

貸倒引当金 17,514百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容
に関する情報
① 算出方法
貸出金等の回収可能性は、主として国内外の景気動向、

地元香川県を中心に広域店舗網が存在する地域で事業を営
む債務者の経営状況、担保不動産の下落及び新型コロナウ
イルス感染症拡大の状況等により変動します。そのため、
債務者区分ごとに将来の貸倒れによる予想損失額を算出
し、貸倒引当金として計上しております。
貸倒引当金の算出方法は、「注記事項（連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項）４.会計方針に関する事
項（5）貸倒引当金の計上基準」に記載しております。
② 主要な仮定
貸倒引当金の算出における主要な仮定は、「債務者区分

の判定における債務者ごとの将来の業績見通し」でありま
す。
「債務者区分の判定における債務者ごとの将来の業績見
通し」は、新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウ
クライナ侵攻がサプライチェーンに及ぼす物価高・資源高
の影響や地域経済の状況の変化等を踏まえ、債務者の財務
内容、返済能力等を評価しております。また、これに加
え、債務者ごとの経営改善計画等の進捗状況等に基づく債
務返済能力を個別に評価しております。
なお、新型コロナウイルス感染症特別貸付の返済が開始

されることで、一部では資金繰り破綻のリスクが高まる可
能性があるものの、新型コロナウイルス感染症の収束によ
る企業活動の正常化が進むとともに、政府による新たな借
換保証制度の開始等により、債務者区分の判定等に大きな
影響は生じないとの仮定を置き、貸倒引当金を計上してお
ります。
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③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響
上記「②主要な仮定」は債務者を取り巻く経営環境の変

化や事業戦略の成否等によって影響を受けることになるた
め不確実性を伴います。したがって、当初の見積りに用い
た仮定の変化により、想定していなかった大口債務者の業
況悪化、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響の悪化等
が生じた場合は、翌連結会計年度に係る連結財務諸表にお
ける貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基
準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、
時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方
針を将来にわたって適用することといたしました。これによ
り投資信託を、投資信託財産が金融商品である投資信託と不
動産である投資信託に区分し、市場における取引価格の有無、
重要な解約等の制限の有無及び基準価額を時価とみなす取扱
いの可否等の判定を行い、時価を算定することといたしまし
た。この変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える
影響はありません。

（追加情報）
（役員報酬ＢＩＰ信託）
当行は、当行の取締役（監査等委員である取締役、社外取

締役及び国内非居住者を除く。以下「当行取締役」という。）
を対象とした、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。
１．取引の概要

役員報酬ＢＩＰ信託は、中長期的な業績向上と企業価
値増大への貢献意欲を高めることを目的とした役員イン
センティブ・プランであり、役位や業績目標の達成度等
に応じたポイントが当行取締役に付与され、そのポイン
トに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の
金銭が当行取締役の退任時に交付又は給付される株式報
酬型の役員報酬であります。
２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計
処理
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に

信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に
準じております。
３．信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託における帳簿価額は、当連結会計年度末226百
万円であります。

（2）信託が保有する自社の株式は株主資本において自己
株式として計上しております。

（3）期末株式数は、当連結会計年度末76千株でありま
す。
期中平均株式数は、当連結会計年度79千株でありま

す。
（4）上記（3）の期末株式数及び期中平均株式数は、１
株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めてお
ります。

（連結貸借対照表関係）
※1. 関連会社の株式の総額

株式 50百万円
※2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け
ている有価証券が、「有価証券」中の国債に含まれておりま
すが、その金額は次のとおりであります。

10,099百万円
※3. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、
連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還
及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもの
であって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取
引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為
替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾
見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価
証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,695百万円
危険債権額 29,509百万円
要管理債権額 26,087百万円
三月以上延滞債権額 374百万円
貸出条件緩和債権額 25,712百万円
小計額 61,293百万円
正常債権額 3,348,285百万円
合計額 3,409,579百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開

始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準
ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていな

いが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないも
のであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権
及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの
であります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、
危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問

題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権
以外のものに区分される債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額でありま

す。
※4. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金
融取引として処理しております。これにより受け入れた商
業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という
方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は次のとおりであります。

13,572百万円
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※5. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 561,172百万円
貸出金 130,080百万円
計 691,253百万円

担保資産に対応する債務
預金 17,040百万円
借用金 604,762百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引

証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。
有価証券 71百万円
その他資産（金融商品等差入担保金） 30,000百万円
また、その他資産には、上記のほか、金融商品等差入担

保金、保証金及び敷金が含まれておりますが、その金額は
次のとおりであります。
金融商品等差入担保金（為替決済等の
取引の担保あるいは先物取引証拠金等
の代用として差し入れているものを除
く）

9,298百万円

保証金及び敷金 1,051百万円
※6. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 1,040,754百万円
うち原契約期間が１年以内のもの又
は任意の時期に無条件で取消可能な
もの

945,905百万円

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了す
るものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当
行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不
動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等
を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じております。

※７. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律
第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法
（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税
価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基
づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の連
結会計年度末における時価の合計額と当該事業用の土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

12,322百万円
※８. 有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 37,755百万円
※９. 有形固定資産の圧縮記帳額

圧縮記帳額 2,396百万円
（当連結会計年度の圧縮記帳額） （―百万円）

※10.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

23,707百万円

（連結損益計算書関係）
※1. その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

リース料収入 7,251百万円
株式等売却益 2,997百万円

※2. 営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当 14,358百万円

※3. その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
リース原価 5,978百万円
貸出金償却 1,433百万円

※4. 減損損失
当連結会計年度において、当行は、以下の資産及び資産

グループについて、営業キャッシュ・フローの低下及び地
価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことに
伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額63
百万円を減損損失として特別損失に計上しております。
場 所 主な用途 種 類 減損損失
香川県内 営業用資産

16か所
土地、建物
及び動産

60百万円
（うち土地 20）
（うち建物 38）
（うち動産 2）

遊休資産
11か所

土地 1百万円
（うち土地 1）
（うち建物 ―）
（うち動産 ―）

香川県外 営業用資産
１か所

建物及び
動産

0百万円
（うち土地 ―）
（うち建物 0）
（うち動産 0）

遊休資産
２か所

土地 0百万円
（うち土地 0）
（うち建物 ―）
（うち動産 ―）

合 計 63百万円
（うち土地 21）
（うち建物 39）
（うち動産 2）
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当行は、営業用店舗については、営業店毎（複数店がエ
リア（地域）で一体となり営業を行っている場合は当該エ
リア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから、営
業店（又はエリア）をグルーピングの単位としております。
遊休資産及び処分予定資産については、各々単独の資産又
は資産グループとして取り扱っております。また、本店、
事務センター、研修所、社宅、厚生施設等については、複
数の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生
成に寄与する資産であるため共用資産としております。
連結子会社については、各社の営業拠点毎に資産のグル

ーピングを行い、遊休資産は各々単独の資産又は資産グル
ープとして取り扱っております。
当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価

額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としてお
ります。正味売却価額による場合は「不動産鑑定評価額」
又は「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定
めて公表した方法により算定した価額」より処分費用見込
額を控除し算出しております。

（連結包括利益計算書関係）
※1. その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △26,745百万円
組替調整額 10,551百万円
税効果調整前 △16,194百万円
税効果額 4,972百万円
その他有価証券評価差額金 △11,222百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額 △5,291百万円
組替調整額 1,738百万円
税効果調整前 △3,552百万円
税効果額 1,080百万円
繰延ヘッジ損益 △2,472百万円

退職給付に係る調整額
当期発生額 6,242百万円
組替調整額 154百万円
税効果調整前 6,397百万円
税効果額 △1,944百万円
退職給付に係る調整額 4,452百万円

その他の包括利益合計 △9,242百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式
数に関する事項 （単位：千株）

当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 摘要

発行済株式
普 通 株 式 30,000 ― 900 29,100（注）1
合 計 30,000 ― 900 29,100

自 己 株 式
普 通 株 式 506 584 910 180（注）2,3,4
合 計 506 584 910 180

（注）1. 発行済株式数の減少900千株は、自己株式の消却に
よるものであります。

2. 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株
式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株
式がそれぞれ87千株、76千株含まれております。

3. 自己株式数の増加584千株は、取締役会決議に基づ
く取得による増加583千株及び単元未満株式の買取
請求による増加０千株であります。

4. 自己株式数の減少910千株は、自己株式の消却によ
る減少900千株、役員報酬ＢＩＰ信託から対象者へ
の交付による減少10千株及び単元未満株式の買増請
求による減少０千株であります。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株
予約権の
内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当行
ストック・
オプション
としての
新株予約権

──── 21

合計 ──── 21
3. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 1,183 40.0 2022年３月31日 2022年６月30日

2022年11月14日
取締役会 普通株式 1,014 35.0 2022年９月30日 2022年12月９日

（注）2022年６月29日の定時株主総会の決議に基づく配当金
の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金３百万
円が含まれております。また、2022年11月14日の取締
役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ
信託に対する配当金２百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力
発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会 普通株式 1,159 利益剰余金 40.0 2023年３月31日 2023年６月30日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金
３百万円が含まれております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係
現金預け金勘定 1,197,854百万円
定期預け金 △38,040百万円
普通預け金 △836百万円
その他 △585百万円
現金及び現金同等物 1,158,391百万円
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（１株当たり情報）
1. １株当たり純資産額 9,719円34銭
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであ

ります。
純資産の部の合計額 281,098百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 21百万円
（うち新株予約権） 21百万円
普通株式に係る期末の純資産額 281,077百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数 28,919千株

2. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
（1）１株当たり当期純利益 315円57銭
（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する当期純利益 9,172百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 9,172百万円
普通株式の期中平均株式数 29,066千株

（2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 315円50銭
（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ―百万円
普通株式増加数 6千株
（うち新株予約権） 6千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

3. 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬
ＢＩＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額、
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定上、控除する自己株式に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期
末株式数は、当連結会計年度末76千株であります。また、１
株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定上、控除した当該株式の期中平均株式数は、当連結
会計年度79千株であります。

（リース取引関係）
ファイナンス・リース取引
（借手側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）リース資産の内容
①有形固定資産
主として現金自動設備であります。

②無形固定資産
該当事項はありません。

（2）リース資産の減価償却の方法
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．

会計方針に関する事項」の「（4）固定資産の減価償却の方
法」に記載のとおりであります。

（貸手側）
（1）リース投資資産の内訳

リース料債権部分 17,557百万円
見積残存価額部分 2,791百万円
受取利息相当額 △1,929百万円
リース投資資産 18,419百万円

（2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の
連結会計年度末日後の回収予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内５年超

リース債権 101 63 46 24 23 2
リース投資資産 5,742 4,542 3,277 2,069 1,094 832

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
その他有価証券評価差額金 11,253百万円
貸倒引当金 6,440百万円
減価償却費 1,016百万円
賞与引当金 488百万円
株式等償却 337百万円
繰延ヘッジ損失 77百万円
その他 2,185百万円
繰延税金資産小計 21,799百万円
評価性引当額 △6,362百万円
繰延税金資産合計 15,437百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △17,450百万円
繰延ヘッジ利益 △137百万円
固定資産圧縮積立金 △119百万円
退職給付に係る資産 △19百万円
その他 △25百万円
繰延税金負債合計 △17,752百万円
繰延税金資産の純額 △2,315百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入
されない項目 0.5％
受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 △3.4％
住民税均等割等 0.4％
評価性引当額の増減によるもの 1.1％
その他 1.5％
税効果会計適用後の法人税等の
負担率 30.5％

（資産除去債務関係）
資産除去債務につきましては、重要性が乏しいため、注記を

省略しております。

（賃貸等不動産関係）
賃貸等不動産につきましては、重要性が乏しいため、注記を

省略しております。
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（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務などの金
融サービスに係わる事業を行っております。このため、保有
する金融商品のリスクに見合った収益の獲得を図りつつ、リ
スクを経営体力の範囲内に収めるため、金融商品に係る様々
なリスクを可能な限り統計的な手法で計量化し、リスク量に
見合った資本（リスク資本）をリスク区分ごとに割り当て
て、リスク・リターンをモニタリングする「資本配賦制度」
を導入する「統合的リスク管理」を実践し、経営全体として
の安定性と健全性の確保を図りつつ効率性の向上につとめて
おります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する主な金融資産は、貸出金と有価証

券であります。
貸出金は、主として国内の法人及び個人に対するものであ

り、信用リスク、金利リスク、及び為替リスクに晒されてお
ります。貸出金がある特定の企業・グループや業種に過度に
集中した場合、当行グループの自己資本を大きく毀損させる
可能性があるため、それぞれ上限額等を設定し、その遵守状
況を監視することにより、過度な集中を未然に防止する体制
としております。
有価証券は、主に債券、株式、投資信託及び出資金を、純

投資目的及び純投資目的以外の目的で保有しております。ま
た、一部の債券については売買目的及び満期保有目的でも保
有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、
金利リスク、価格変動リスク、及び為替リスクに晒されてお
ります。なお、有価証券には、市場流動性に乏しい私募債、
非上場株式、出資金が含まれております。
一方、金融負債は、主に国内の法人及び個人からの預金で

あり、金利リスク、為替リスク、及び流動性リスクに晒され
ております。
デリバティブ取引については、金利関連と通貨関連のスワ

ップ取引、オプション取引、先物・先渡取引、キャップ取引
等を行っております。これらは、主に対顧客取引とそのカバ
ー目的の取引であり、それぞれ金利リスク、為替リスク、価
格変動リスク、及び取引相手の信用リスクに晒されておりま
す。
なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップ取引の一部

については、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別
ヘッジによる繰延ヘッジを適用しております。ヘッジ有効性
評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一
であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変
動又はキャッシュ・フロー変動を相殺しているため、有効性
の評価を省略しております。また、外貨建金融資産から生じ
る為替リスクに対するヘッジを目的として締結している通貨
スワップ取引と為替スワップ取引は、「業種別委員会実務指
針第25号」に規定する繰延ヘッジを適用しております。当
該ヘッジ取引については、ヘッジ対象である外貨建金融資産
額に見合うポジションが存在することの確認により、ヘッジ
の有効性を評価しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当行グループでは、「信用リスク管理規定」及び関連文
書を定め、リスク管理委員会（信用リスク管理部会）にお
いて、信用リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の
整備を行っております。
また、リスク統括部を信用リスク管理部署として、内部

格付制度の設計及び検証、信用リスク量の計測、与信限度
額の設定・管理等を行っております。

②市場リスクの管理
当行グループでは、「市場リスク管理規定」及び関連文

書を定め、リスク管理委員会（市場リスク管理部会）にお
いて、市場リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の
整備を行っております。また、ＡＬＭ（資産負債の総合管
理）体制を整備し、収益管理委員会（予算ＡＬＭ部会）に
おいて、把握したリスクを踏まえて中長期的な収益の安定
化やリスクへの対応策の協議を行っております。
さらに、市場取引実施部署（市場国際部）において、市

場取引執行（フロントオフィス）、事務管理（バックオフ
ィス）及び市場リスク管理（ミドルオフィス）をそれぞれ
担当するセクションに分離して相互牽制機能が働く体制と
したうえで、リスク統括部が市場リスク全体を統括管理し
ております。
（ⅰ）金利リスクの管理

当行グループは、金利リスクについて、統計的手法
によりリスク量を計測し、管理しております。また、
有価証券投資やデリバティブ取引など市場で取引を行
うものに関しては、必要に応じてポジションや損益に
限度額を定めて管理しております。なお、ＡＬＭの観
点から、金利リスクをヘッジするために金利スワップ
取引等のデリバティブ取引を行うこともあります。

（ⅱ）為替リスクの管理
当行グループは、為替リスクについて、統計的手法

によりリスク量を計測し、管理しております。また、
ポジションや損益について限度額を定め、管理してお
ります。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
当行グループは、価格変動リスクについて、統計的

手法によりリスク量を計測し、管理しております。ま
た、トレーディング取引については、ポジションや損
益に限度額を定めて管理しております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
（ア）トレーディング目的の金融商品

当行グループは、商品有価証券取引及び金利先物
取引等の金利リスク、並びに外国為替取引等の為替
リスクに関するＶａＲ（損失額の推計値）を、ヒス
トリカル法（保有期間10日、信頼区間99％、観測期
間1,200営業日）により計測しており、2023年３月
31日（当期の連結決算日）現在、トレーディング目
的の金融商品のＶａＲは12百万円となっておりま
す。

（イ）トレーディング目的以外の金融商品
当行グループは、貸出金、投資有価証券、預金、

銀行間取引、及び金利スワップ等の金利リスク、並
びに上場株式及び投資信託の価格変動リスク等に関
するＶａＲを、ヒストリカル法（保有期間120日、
信頼区間99％、観測期間1,200営業日）により計測
しております。
2023年３月31日現在、トレーディング目的以外

の金融商品のＶａＲは48,018百万円となっておりま
す。

（ウ）ＶａＲについて
当行グループは、計測モデルの妥当性を検証する

ために、モデルが算出する「ＶａＲ」と仮想損益
（ＶａＲ計測時点のポートフォリオを固定した場合に
発生したと仮定される損益）を比較するバックテス
ティングを実施しております。
なお、ヒストリカル法によるＶａＲは、過去のマ

ーケットデータの変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測するもので
あり、観測期間に存在しないほどの大きな市場変動
によるリスクは捕捉することができません。これを
補完するため、ＶａＲによる管理に加えてストレス
テストを定期的に実施しております。
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③流動性リスクの管理
当行グループでは、「流動性リスク管理規定」及び関連

文書を定め、流動性リスクの管理を行っております。ま
た、資金繰りに影響を及ぼすような不測の事態が発生した
場合にも速やかに対応できるよう、「流動性危機時対応規
定」を定め、「警戒時」、「流動性危機時」に分けた事態を
想定し、適時適切な対応を取ることができる態勢を整備し
ております。
流動性リスク管理部署（市場国際部）は、日次、月次な

どの資金繰り予想を行うとともに、十分な流動性準備を確
保するなど、運用・調達構造に即した適切かつ安定的な資
金繰りを実施しております。また、流動性リスクに影響を
及ぼすと考えられる内生的・外生的要因を考慮し、流動性
リスクの状況の把握、分析、評価、モニタリングを実施し
ております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
異なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金
は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預
け金、買入金銭債権、外国為替（資産・負債）、コールマネー
及び売渡手形は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借
対照表計上額 時価 差額

（1）商品有価証券 9 9 ―
（2）有価証券

満期保有目的の債券 36,900 37,068 168
その他有価証券 1,000,822 1,000,822 ―

（3）貸出金 3,362,245
貸倒引当金（＊１） △16,087

3,346,158 3,321,294 △24,863
資産計 4,383,889 4,359,195 △24,694

（1）預金 4,696,403 4,696,925 522
（2）譲渡性預金 84,267 84,270 2
（3）借用金 624,432 624,262 △169

負債計 5,405,102 5,405,458 355
デリバティブ取引（＊２）
ヘッジ会計が適用されていないもの （314） （314） ―
ヘッジ会計が適用されているもの （2,554） （2,554） ―
デリバティブ取引計 （2,868） （2,868） ―

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金
を控除しております。

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を
一括して表示しております。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は
純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に
ついては、（ ）で表示しております。

（＊３）重要性が乏しい科目については、記載を省略しており
ます。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照
表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
非上場株式（＊１）（＊２） 2,653
組合出資金等（＊３）（＊４） 4,289
（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020
年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはし
ておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について５百万
円減損処理を行っております。

（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年
６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（＊４）当連結会計年度において、組合出資金について37百万
円減損処理を行っております。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償
還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

有価証券
満期保有目的の債券 ― ― 26,166 10,830 ― ―
地方債 ― ― 26,166 10,830 ― ―

その他有価証券の
うち満期があるもの 52,077 86,000 154,131 156,275 330,833 75,294

国債 ― 18,000 ― ― ― 22,000
地方債 9,073 18,309 10,875 80,957 216,062 28,710
社債 12,529 24,799 11,249 62,954 73,310 15,944
その他 30,473 24,891 132,006 12,364 41,460 8,639

貸出金（＊） 1,244,062 571,071 379,764 275,465 303,009 542,438
合 計 1,296,139 657,071 560,062 442,571 633,843 617,733

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対
する債権等、償還予定額が見込めないもの35,174百万
円、期間の定めのないもの11,259百万円は含めておりま
せん。

（注３）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後
の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 4,497,302 182,443 6,299 10,144 213 ―
譲渡性預金 84,267 ― ― ― ― ―
借用金 138,289 269,576 215,029 877 233 425
合 計 4,719,859 452,019 221,328 11,021 446 425

（＊）預金のうち、要求払預金については「１年以内」に含め
て開示しております。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察

可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプット

のうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産または
負債に関する相場価格により算定した時
価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、
レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプッ
トを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用し
ている場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。
（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

商品有価証券
及び有価証券
売買目的
有価証券
国債 9 ― ― 9
その他
有価証券
国債 38,899 ― ― 38,899
地方債 ― 355,087 ― 355,087
社債 ― 173,668 23,650 197,318
株式 108,770 ― ― 108,770
その他 21,254 270,647 8,728 300,630
資産計 168,934 799,402 32,378 1,000,715

デリバティブ取引
金利関連 ― 668 ― 668
通貨関連 ― △3,536 ― △3,536
デリバティブ
取引計 ― △2,868 ― △2,868

（＊）基準価額を時価とみなす取扱いを適用している投資信託
（連結貸借対照表計上額：115百万円）について、時価の
レベル毎の内訳等に関する事項を注記しておりません。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金
融商品

（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有
目的の債券
地方債 ― 37,068 ― 37,068

貸出金 ― ― 3,321,294 3,321,294
資産計 ― 37,068 3,321,294 3,358,363

預金 ― 4,696,925 ― 4,696,925
譲渡性預金 ― 84,270 ― 84,270
借用金 ― 624,262 ― 624,262
負債計 ― 5,405,458 ― 5,405,458

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るイ
ンプットの説明

資産
商品有価証券及び有価証券
商品有価証券及び有価証券については、活発な市場にお

ける無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価
に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれ
ます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発で

ない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地
方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引
価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に
関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重
要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の
時価に分類しております。
相場価格が入手できない場合には、ブローカー等の第三

者から入手した評価価格または将来キャッシュ・フローの
現在価値技法などの評価技法を用いて時価を算定しており
ます。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限利
用しており、インプットにはＴＩＢＯＲ、国債利回り、Ｓ
ＷＡＰレート、信用スプレッド等が含まれます。算定に当
たり重要な観察できないインプットを用いている場合に
は、レベル３の時価に分類しております。
自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごと

に、元利金の合計額を同様の起債を行った場合に想定され
る利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観
察不能であることからレベル３の時価に分類しておりま
す。
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貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に

基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行
った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定してお
り、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価
に分類しております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻
懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・
フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算
日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当
金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価
額を時価としており、レベル３の時価に分類しておりま
す。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなど

の特性により、返済期限を設けていないものについては、
返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近
似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価として
おり、レベル３の時価に分類しております。
負債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の

支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定
期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャ
ッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しておりま
す。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する
利率を用いております。なお、預入期間が短期間（６ヵ月
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベ
ル２の時価に分類しております。
借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用

金の元利金の合計額を、同様の借入において想定される利
率で割り引いて現在価値を算定しております。このうち、
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、ま
た、当行及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっ
ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額を時価としております。なお、
約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。当該時価はレベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引
取引所取引については、活発な市場における無調整の相場

価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しておりま
す。
店頭取引については、金利や為替レート、ボラティリティ

等のインプットを用いて、現在価値技法やオプション価格計
算モデル等の評価技法を利用して時価を算定しております。
また、取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスクに基
づく価格調整を行っております。観察できないインプットを
用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時
価に分類しており、重要な観察できないインプットを用いて
いる場合はレベル３の時価に分類しております。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうち
レベル３の時価に関する情報

（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法
重要な観察
できない
インプット

インプットの
範囲

インプットの
加重平均

有価証券
その他有価証券
私募債 現在価値

技法
信用

スプレッド
0.06％―
0.31％ 0.17％

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識し
た評価損益 （単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、
売却、
発行
及び
決済の
純額

レベル
３の
時価
への
振替
（＊３）

レベル
３の
時価
からの
振替
（＊４）

期末
残高

当期の
損益に
計上し
た額の
うち連
結貸借
対照表
日にお
いて保
有する
金融資
産及び
金融負
債の評
価損益

損益に
計上
（＊１）

その他
の包括
利益に
計上
（＊２）

有価証券

その他有価証券

私募債 26,365 0 △68 △2,646 ― ― 23,650 ―

仕組債 15,170 △1,946 1,998 △6,493 ― ― 8,728 ―

（＊１）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業
務費用」に含まれております。

（＊２）連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その
他有価証券評価差額金」に含まれております。

（＊３）レベル２の時価からレベル３の時価への振替であり、
当連結会計年度中は該当ありません。

（＊４）レベル３の時価からレベル２の時価への振替であり、
当連結会計年度中は該当ありません。

（3）時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部署及びミドル部門にて時価

の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って
フロント部門が時価評価モデルを策定しております。バッ
ク部門にて算定された時価は、ミドル部門にて、時価評価
モデル及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類
の適切性を検証しております。検証結果は毎期リスク管理
部署に報告され、時価の算定方針及び手続に関する適切性
が確保されております。
時価評価モデルには、観察可能なデータを可能な限り活

用しております。また、第三者から入手した相場価格を利
用する場合においては、観察可能なインプットを用いて、
当行グループにて再計算した結果と比較等を行い、価格の
妥当性を検証しております。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価
に対する影響に関する説明
信用スプレッド
信用スプレッドは、私募債のクーポンレートに含まれ

る上乗せ金利であり、過去１年間の発行実績をもとに算
定した推定値であります。信用スプレッドの大幅な上昇
（低下）は、時価の著しい低下（上昇）を生じさせます。
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（退職給付関係）
1. 採用している退職給付制度の概要

当行は確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金
制度、退職一時金制度を設けており、従業員の退職等に際し
て割増退職金を支払う場合があります。なお、当行は退職給
付信託を設定しております。
連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、

確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。
なお、連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給
付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

2. 確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 58,765百万円
勤務費用（注） 1,596百万円
利息費用 139百万円
数理計算上の差異の発生額 △6,606百万円
退職給付の支払額 △2,202百万円
過去勤務費用の発生額 ―百万円
退職給付債務の期末残高 51,691百万円
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、

一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 66,833百万円
期待運用収益 1,228百万円
数理計算上の差異の発生額 △364百万円
事業主からの拠出額 1,232百万円
退職給付の支払額 △1,538百万円
年金資産の期末残高 67,391百万円

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表
に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

積立型制度の退職給付債務 51,691百万円
年金資産 △67,391百万円

△15,699百万円
非積立型制度の退職給付債務 ―百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △15,699百万円

退職給付に係る負債 248百万円
退職給付に係る資産 △15,948百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額 △15,699百万円

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用（注） 1,596百万円
利息費用 139百万円
期待運用収益 △1,228百万円
数理計算上の差異の費用処理額 154百万円
過去勤務費用の費用処理額 ―百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 662百万円
（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、

一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）
の内訳は次のとおりであります。
数理計算上の差異 6,397百万円

合計 6,397百万円

（6）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除

前）の内訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 4,472百万円

合計 4,472百万円
（7）年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとお
りであります。
債券 15.5％
株式 35.6％
生命保険一般勘定 24.6％
その他 24.3％

合計 100.0％
（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した

退職給付信託が18.4％、退職一時金制度に対して設
定した退職給付信託が21.6％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様
な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。

（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎
割引率 0.91％
長期期待運用収益率 主に2.00％～3.00％
予想昇給率 3.22％

3. 確定拠出制度
連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は７百万円であり

ます。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名
該当事項はありません。

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）ストック・オプションの内容

2014年
ストック・オプション

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役（社外取締役を除く）10名
当行の取締役
（社外取締役を除く）９名

当行の取締役
（社外取締役を除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注）

普通株式
13,660株

普通株式
9,430株

普通株式
13,770株

付与日 2014年７月25日 2015年７月24日 2016年７月26日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 同左 同左
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 同左 同左
権利行使期間 2014年７月26日から

2044年７月25日まで
2015年７月25日から
2045年７月24日まで

2016年７月27日から
2046年７月26日まで

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2023年３月期）において存在したスト

ック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しております。
①ストック・オプションの数

2014年
ストック・オプション

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 1,140 1,720 3,680
付与 ― ― ―
失効 ― ― ―
権利確定 ― ― ―
未確定残 1,140 1,720 3,680

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ― ―
権利確定 ― ― ―
権利行使 ― ― ―
失効 ― ― ―
未行使残 ― ― ―

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の株式数に換算して記載しております。
②単価情報

2014年
ストック・オプション

2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利行使価格 １株当たり 1円 １株当たり 1円 １株当たり 1円
行使時平均株価 ― ― ―
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 3,350円 １株当たり 4,090円 １株当たり 2,850円

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）
による併合後の価格に換算して記載しております。

3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与されたストック・オプション

はありません。

4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難である

ため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

経常収益 84,888
うち役務取引等収益 12,175
預金・貸出業務 2,878
為替業務 2,805
証券関連業務 1,097
保証業務 380
代理業務 91
その他業務 4,922

（注）上表には、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計
基準」に基づく収益も含んでおります。

（重要な後発事象）
自己株式の取得及び消却
当行は、2023年５月11日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第
156条の規定に基づき自己株式を取得すること、及び会社法
第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことを決議い
たしました。

1. 自己株式の取得を行う理由
株主の皆さまへの利益還元及び資本効率の向上を図るため

2. 取得に係る事項の内容
（1）取得対象株式

の種類
当行普通株式

（2）取得する株式
の総数

400,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）
に対する割合 1.38％）

（3）株式の取得価額
の総額

600百万円（上限）

（4）取得期間 2023年６月12日～2023年８月31日
（5）取得の方法 東京証券取引所における市場買付

3. 消却に係る事項の内容
（1）消却する株式

の種類
当行普通株式

（2）消却する株式
の総数

上記２．により取得した自己株式の全
株式数

（3）消却予定日 2023年９月29日
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【セグメント情報】
1.報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源
の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当行グループは、銀行業務を中心に、連結子会社においてリース業務をはじめとする金融サービスに係わる事業を行っており、当

行及び企業集団を構成する個々の連結子会社がそれぞれ事業計画等を立案し、事業活動を展開しております。
したがって、当行グループは、当行及び個々の連結子会社を基礎とした業務別のセグメントから構成されており、「銀行業」及び

「リース業」の２つを報告セグメントとしております。なお、「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等を
行い、「リース業」は、連結子会社の百十四リース株式会社において、リース業務等を行っております。

2.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であ
ります。
なお、報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。
セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。

3.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益
外部顧客に対する経常収益 63,356 7,727 71,083 2,009 73,092 ― 73,092
セグメント間の内部経常収益 592 627 1,220 3,403 4,624 △ 4,624 ―

計 63,948 8,355 72,303 5,412 77,716 △ 4,624 73,092
セグメント利益 13,781 327 14,109 1,643 15,752 △ 564 15,187
セグメント資産 5,726,730 29,219 5,755,950 22,797 5,778,748 △ 31,481 5,747,266
セグメント負債 5,458,147 24,286 5,482,434 9,204 5,491,638 △ 28,708 5,462,929
その他の項目
減価償却費 2,796 117 2,913 288 3,201 47 3,249
資金運用収益 41,338 272 41,611 92 41,703 △ 567 41,136
資金調達費用 1,515 73 1,588 30 1,618 △ 109 1,508
特別利益 0 76 76 ― 76 △ 20 55
（固定資産処分益） 0 76 76 ― 76 △ 20 55
特別損失 195 0 195 8 204 ― 204
（固定資産処分損） 122 0 122 8 131 ― 131
（減損損失） 72 ― 72 ― 72 ― 72
税金費用 2,782 83 2,866 496 3,362 △ 26 3,336
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,458 2 2,460 193 2,653 27 2,680

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。
2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定資産の増加
額」の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。
4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

2023年07月25日 09時48分 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



The Hyakujushi Bank, Ltd. 41

当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益
外部顧客に対する経常収益 75,414 7,382 82,796 2,091 84,888 ― 84,888
セグメント間の内部経常収益 583 563 1,147 3,414 4,561 △ 4,561 ―

計 75,998 7,945 83,943 5,506 89,450 △ 4,561 84,888
セグメント利益 11,871 489 12,361 1,593 13,954 △ 658 13,295
セグメント資産 5,789,023 25,614 5,814,637 23,654 5,838,291 △ 28,932 5,809,359
セグメント負債 5,524,635 20,279 5,544,915 9,412 5,554,328 △ 26,067 5,528,260
その他の項目
減価償却費 2,654 145 2,800 287 3,088 41 3,129
資金運用収益 48,087 278 48,365 86 48,452 △ 585 47,866
資金調達費用 7,906 63 7,970 25 7,995 △ 88 7,907
特別利益 0 65 65 ― 65 △ 4 61
（固定資産処分益） 0 65 65 ― 65 △ 4 61
特別損失 137 0 137 10 147 0 147
（固定資産処分損） 74 0 74 10 84 0 84
（減損損失） 63 ― 63 ― 63 ― 63
税金費用 3,448 121 3,570 507 4,077 △ 41 4,036
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,139 2 2,142 300 2,442 68 2,510

（注）1.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載
しております。
2.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業及び信用保証業等を含んでおります。
3.「セグメント利益」「セグメント資産」「セグメント負債」「減価償却費」「資金運用収益」「資金調達費用」「特別利益」「特別損失」「税金費用」「有形固定資産及び無形固定
資産の増加額」の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。
4.セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】
前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 27,957 20,201 7,727 17,205 73,092

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
1.サービスごとの情報 （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 34,809 18,106 7,382 24,589 84,888

（注）一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 72 ― 72 ― 72

当連結会計年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計

銀行業 リース業 計
減損損失 63 ― 63 ― 63

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当事項はありません。
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金融再生法開示債権及びリスク管理債権 （単位：百万円）

前連結会計年度（2022年3月31日） 当連結会計年度（2023年3月31日）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 5,435 （0.16%） 5,695 （0.16%）
危険債権額 29,930 （0.93%） 29,509 （0.86%）
要管理債権額 27,112 （0.84%） 26,087 （0.76%）
三月以上延滞債権額 111 （0.00%） 374 （0.01%）
貸出条件緩和債権額 27,000 （0.84%） 25,712 （0.75%）
小計額 62,478 （1.94%） 61,293 （1.79%）
正常債権額 3,149,563 （98.05%） 3,348,285 （98.20%）

合 計 額 3,212,042 （100.00％） 3,409,579 （100.00％）
（注）（ ）内は貸出金の連結会計年度末残高に対する割合であります。
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